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Summary
Among the waste and removed soil, which were contaminated by radio-cesium from the accident of Fukushima 

Daiichi Nuclear Power Station, incineration residue produced from temporary incinerators in the Special 
Decontamination Area is scheduled to be treated in Volume Reduction Facilities from March of 2020, where thermal 
treatment to evaporate and concentrate radio-cesium is performed. The main product of thermal treatment is molten 
slag with a limited concentration of radiation and is planned to be reused. The by-product is highly radioactive fly ash 
and various researches have been made for its treatment. However, since the final disposal method is not decided yet, 
it is necessary to compare and evaluate quantitatively the mass / volume and radioactivity of the products, in order to 
study the effect of further volume reduction and the suitable treatment methods. 

Therefore, a calculation method for the mass balance of volume reduction process was developed and some trial 
calculations were made. For example, feeding 460,000 tons of incineration residue with 33,000 Bq/kg and using 
operation parameters obtained from literature investigation, 960 tons of disposal waste with 15 million Bq/kg was 
produced, which was 1/500 of mass reduction. Further mass reduction may be expected if higher performance 
adsorbent is used. As for lower radioactive materials, 560,000 tons of molten slag with 1,400 Bq/kg from thermal 
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表1	 	マスバランス計算において設定した処理対象物の
質量と放射能濃度

対象物 設定値

体積 万m3 38

主灰 : 飛灰 - 5:1

かさ密度 kg/m3 1,200

含水率 % 0

放射能濃度

（主灰 / 飛灰）
万 Bq/kg 2 /10

質量 Mf
（合計）

万 t 46

放射能濃度 Rf
（平均）

万 Bq/kg 3.3
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treatment, 20,000 tons of washing residue with 36,000 Bq/kg from washing treatment, and 580,000 tons of wastewater 
with 260 Bq/L from adsorption treatment were produced. When the target radioactivity was set as 8,000 Bq/kg to 
washing residue and 90 Bq/L to waste water, the required cesium elution percent and cesium adsorption percent were 
99% and 99.6% respectively.

Key Words:  Cesium, Incineration residue, Volume reduction, Mass balance, Thermal treatment, Adsorption

1．はじめに
福島第一原子力発電所の事故により飛散した放射性セシウ

ムに汚染された廃棄物や除染作業に伴う除去土壌のうち、福

島県内で発生し中間貯蔵施設に搬入される量は現時点で

1335万m3
と予想されている

1）。除去土壌については 2017年
10月より中間貯蔵施設内の土壌貯蔵施設への貯蔵が開始され

ており、放射能濃度の低いものは再生資材としての活用が予

定されているが、放射能濃度の高いものは分級処理し、濃度

の低い粗粒分は再生利用し、濃度が高い微粒分は化学処理、

熱処理などを行うことが検討されている
1, 2）。 一方、除染特

別地域内の仮設焼却戸から発生する除染廃棄物などに由来

する焼却残渣（主灰とばいじん）については、2020年 3月より

減容化施設に搬入され、熱的に溶融してセシウムを揮散させ

る減容化（以下熱処理）が行われる予定である
3, 4）。その際に

発生する放射能濃度の低い生成物（以下スラグ）については

再生利用が想定されているが、副生物であるばいじん（以下

飛灰）は放射能濃度が高く、最終処分に向けた様 な々研究が

進められている。その中心となるのは飛灰中の放射能セシウ

ムをさらに濃縮して減容化する技術であり、例えば洗浄によ

り放射性セシウムを水中に溶出させ、その放射性セシウムを

吸着剤により選択的に吸着させ、その吸着剤を固化して廃棄

体とする方法であり、そのための基礎的な研究が進められて

いる
6-20）。

ところが、現在再生利用と処分の方法が未定であるため減

容化の目標を明確に設定することが難しく、また、減容化に

より発生する生成物、濃縮物、処理に伴う廃水などの二次廃

棄物の量と放射能濃度を定量的に評価する手法も未確定で

あるため、再生利用と処分の検討が難しい。このような状況

においては、複数の減容化プロセスを設定し、各種発生物

の量と放射能濃度などを概略で定量的に把握し、これらを総

合的に比較することにより、適切な処分シナリオの検討が可

能となる。また、再生利用と処分においては放射能濃度に上

限値が設定されるため、発生物ごとに必要となる処理技術の

検討も可能となる。

そこで、本研究では焼却残渣の減容化プロセスの各処理

における発生物の量と放射能濃度の収支（マスバランス）を

定量的に計算する手法を開発した。本報告では、焼却残渣の

熱処理により発生した飛灰をさらに減容化するプロセス（熱処

理→洗浄処理→吸着処理→固化処理）を対象として、そのマ

スバランスを試算した。さらに、各処理における発生物を再

利用や処分する際に放射能濃度に基準値が設定されることを

想定し、各処理における主要な運転パラメータがマスバラン

スに与える影響を定量的に評価し、放射能濃度の目標値を設

定した場合に必要とされる運転パラメータの値を試算した。

2．減容化プロセスとマスバランス計算
まず処理対象物と減容化プロセスについて説明し、次に減

容化プロセスを構成する各処理の概要とマスバランスの計算

方法を示す。

（1）処理対象物
処理対象物は、熱処理の対象である焼却残渣 34万m3

と

除去土壌から分別された可燃性除染廃棄物の焼却残渣 4万
m3

の合計 38万m3
とした

1）。 表 1に示すように主灰と飛灰

の混合割合、かさ密度、放射能濃度を与えると
4）、全体質量

46万 t、平均放射能濃度 3.3万Bq/kgとなる。

なお、廃棄物や土壌に含まれる放射性物質は主に放射性

セシウム（
134Csと 137Cs）であり、放射性物質汚染対処特措法

では放射性セシウムを対象としているため
5）、本研究でも放

射性セシウムのみを考慮する。セシウムは自然界にも安定セ

シウム（
133Cs）として存在し処理対象物にも数ppm含まれて

いるが
6）、処理における挙動はほぼ同じであるので

6, 10）、本

報告では両者を合わせてセシウム（以下Cs）と記載する。
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図 2	 熱処理のための回転式表面溶融炉

図1	 減容化プロセスとマスバランスの概念図

注 :下記出典の図2を転載（転載許可済み）

釜田陽介ら，環境放射能除染学会誌，3（2），49-64（2015）
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（2）減容化プロセス
本研究では、焼却残渣を熱処理し、Csが濃縮された飛灰

を洗浄してCsを水中に溶出させ、そのCsを吸着剤に選択的

に吸着させ、その吸着剤を固化して廃棄体とするプロセスを

対象とした。その減容化プロセスを図 1に示すが、各々の概

要は次の通りである。

a）熱処理
処理対象物にCa（OH）2、CaCl2 などの添加物を加えたう

えで 1400 ºC程度に加熱して溶融させ、CsをCsCl（沸点 : 
1295 ºC）などとして他のアルカリ金属（Na、K）とともに揮散さ

せ、飛灰側に濃縮して回収する
6, 7）。Csが揮散した後の処理

対象物は放射能濃度の低い溶融スラグとして排出され、再生

利用される。一方、Csが濃縮され放射能濃度の高い飛灰は

洗浄処理に移送される。熱処理を行う減容化施設には、「シャ

フト炉式ガス化溶融炉+回転式表面溶融炉」と「焼却炉+
コークスベット式高温溶融炉」の 2方式が採用されており、

2020年 3月に処理開始の予定である
3）。図 2 に回転式表面

溶融炉の例を示す
6）。

b）洗浄処理
熱処理の飛灰には、アルカリ金属（Na、K、微量のCs）の

塩化物に加えて、熱処理の添加物由来のCaCO3、燃焼ガス

とともに飛散したAl2O3、SiO2、バグフィルタで捕集する際

の剥離剤であるCaCO3 などが含まれる
6）。この飛灰に洗浄

水を加えて洗浄し、アルカリ金属の塩化物などの可溶成分を

水中に溶出させる
8-10）。CaCO3、Al2O3、SiO2 などは洗浄水

に溶解せずに残渣となるが、処分方法は未定であり、熱処理

への再投入も検討されている。洗浄溶液はCsの吸着処理に

移送される。

c）吸着処理
洗浄溶液にはアルカリ金属（Na、K、微量のCs）などのイ

オンが含まれているが、Csを選択的に吸着する吸着剤により

Csを濃縮して回収する。洗浄溶液中にはK、NaがCsよりも

多量に含まれるため
14）、Csの選択係数が大きい吸着剤が必

要であり、フェロシアン化物、ケイチタン酸塩などが使用さ

れる
8-15）。 Csを吸着した吸着剤（以下使用後吸着剤）は固化

処理に移送される。Csが除去され放射能濃度の低下した洗
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浄廃液の処分方法は未定であるが、重金属類などの有害成

分を除去して基準値以下としたうえでの放流、あるいは水分

を蒸発させ固化塩類としての処分などが考えられる。

d）固化処理
使用後吸着剤に固化材を加えて固化し、処分可能な形態

（以下廃棄体）とする。固化方法としては、福島県内の 8,000 
Bq/kg超え100,000 Bq/kg以下の焼却飛灰の固化処理で実

用化されているセメント固化
16, 17）のほか、ジオポリマー固

化
18）、ガラス固化

19, 20）などがある。フェロシアン化物では、

一旦熱分解して無機物とした後に固化する方法
19, 20）も研究さ

れている。

（3）各処理のマスバランス
減容化プロセスを全体として把握するために、各処理にお

いて投入物、添加物、生成物を一括りにして定式化した。各

処理の詳細のマスバランスを作成する際には、構成する物質

や元素ごとに化学反応も考慮した定式化が必要である。

ここで、記号と添え字は次の通りである。

（記号）

M :固体の質量	 [ t ]
W :液体の質量	 [ t ]
R	 :放射能濃度	 [Bq/kg]
α	 :質量比	 [ - ]
β	 :セシウム質量百分率	 [%]

（添え字）

a	 :吸着剤

c	 :熱処理の添加物

f	 :熱処理の対象物

d	 :熱処理の飛灰

i	 :固化材

m	 :熱処理の溶融スラグ

r	 :洗浄処理の残渣

s	 :洗浄処理の洗浄溶液

t	 :吸着処理後の洗浄廃液

w	 :洗浄処理の洗浄水

z	 :固化後の廃棄体

a）熱処理
熱処理における質量と放射能量の処理前後のバランスを

それぞれ式（1）と式（2）に示す。式（1）は処理対象物に添加

物を加えて熱処理するとスラグと飛灰が生じることを、式（2）
は処理対象物の放射能量が熱処理によりスラグと飛灰に分

配されることを示す。 なお、処理対象物はほとんどが灰分

であり、熱処理において排ガスとして大気放出される未燃炭

素や結晶水の割合は小さいとして無視した。また、溶融炉

内で発生した溶融スラグを水中に落下させて冷却すると、生

成物であるスラグには水分が付着するが、その割合は小さい

として無視した。

Mf + Mc = Mm + Md	‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（1）
Rf ∙ Mf = Rm ∙ Mm + Rd ∙ Md	‥‥‥‥‥‥‥‥‥（2）

ここで、処理対象物に対する添加物の質量比をαc、（対象

物+添加物）に対する飛灰の質量比をαd、Csの揮散率をβd

とすると、スラグと飛灰の質量（それぞれMmとMd）、放射能

濃度（それぞれRmとRd）は、対象物の質量Mfと放射能濃度

Rf により式（3）～式（6）で与えられる。

Mm =（1+αc）∙（1- αd）∙M f	‥‥‥‥‥‥‥‥‥（3）
M d =（1+αc）∙αd∙M f	‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4）
Rm =（1- βd /100）∙R f ∙M f /Mm

=（1- βd /100）/（1+αc）/（1- αd）∙R f	‥‥‥‥（5）
Rd = βd /100∙R f ∙M f / Md

= βd /100 /（1+αc）/αd∙R f	‥‥‥‥‥‥‥（6）

運転パラメータの数値としては、文献
1）のマスバランス計算

では、添加物比α c、飛灰発生比αd に対してそれぞれ 0.35、
0.2 を与えている。文献

6）の実証試験では、添加物として処

理対象物とともに投入される揮散剤と融剤、バグフィルタ前

に吹き込まれる剥離剤として、それぞれ投入物に対して 30%
～55%、2～4%であるため添加物比αc は 0.3～ 0.6であり、

飛灰発生比αd は 0.05 ～ 0.09、Cs揮散率 βd は 88 ～ 99%
の範囲にある。これらを整理すると、添加物比α c は 0.3 ～

0.6、飛灰発生比 αd は 0.05 ～ 0.2、Cs揮散率 βd は 88 ～

99%の範囲にある。

b）洗浄処理
洗浄処理における質量と放射能量の処理前後のバラン

スをそれぞれ式（7）と式（8）に示す。式（7）は飛灰に洗浄

水を加えて洗浄処理すると洗浄残渣と洗浄溶液へ変化す

ることを、式（8）は飛灰中の放射能量が洗浄処理により洗

浄残渣と洗浄溶液へ分配されることを示す。なお、洗浄

溶液の質量は飛灰の数倍であるが
8-10）、飛灰からアルカリ

金属塩化物などが溶出した後の洗浄残渣の質量は飛灰の

数分の 1程度であるため
6）、洗浄残渣に付着して残留する

洗浄溶液の割合は洗浄溶液全体に対しては小さいとして無

視した。洗浄残渣では洗浄直後の含水率が数十%となる

可能性もあるが、現時点では十分なデータが無く、経時

的に乾燥して含水率が減少する可能性もあるため、水分の

付着は無いものとした。これにより、洗浄残渣の放射能濃

度はdry baseの質量で計算されることになり、実際の処理

における水分を含むwet baseの質量で計算した場合に比

べると高くなり、厳しめの評価となる。今後含水率に関す

るデータを取得して反映する必要がある。また、洗浄残渣

の表面に付着した洗浄溶液中のCsは洗浄残渣内部のCs
と合わせて放射能濃度に寄与するため、計算上はこの 2種
類のCsは区別せず、この 2種類のCsを除いた飛灰中の

Csが洗浄溶液中に溶出するものとした。
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Md +Ww =M r +Ws	‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（7）
Rd∙Md =R r∙M r +Rs∙Ws	‥‥‥‥‥‥‥‥‥（8）

ここで、熱処理飛灰に対する洗浄水の比をαw、熱処理飛

灰の洗浄水への溶出比をαs、Csの洗浄水への溶出率をβsと

すると、洗浄残渣と洗浄溶液の質量（それぞれMrとWs）、放

射能濃度（それぞれRrとRs）は、a）項で得られた飛灰の質量

Mdと放射能濃度Rdを用いて、式（9）～式（12）で与えられる。

Mr = （1-αs）∙Md	‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（9）
Ws = αw∙Md +αs∙Md

 = （αw +αs）∙Md	‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（10）
Rr = （1-βs /100）∙Rd∙Md /Mr

 = （1-βs /100）/（1-αs）∙Rd	 ‥‥‥‥‥‥‥（11）
Rs = βs /100∙Rd∙Md /Ws

 = βs /100/（αw +αs）∙Rd	 ‥‥‥‥‥‥‥‥（12）

運転パラメータの数値としては、文献
8）の一般廃棄物焼却

施設で発生した飛灰の洗浄装置のベンチ試験では、洗浄水

比αw =5 ～10 でCs溶出率βs = 90～ 95%が得られている。

文献
9）の基礎試験では、洗浄装置での洗浄水比αw = 4とし

て試験を実施している。文献
10）の放射性物質に汚染された

植物の焼却飛灰のベンチ試験では洗浄水比αw =5 でCs溶
出率βs =86%が得られている。文献

6）の実証試験では、飛

灰はアルカリ金属の塩化物が主成分で飛灰中のNaとKの溶

出率は 70%から90%であるため飛灰溶出比αsは 0.7～ 0.9
程度と推定され、Cs溶出率βsは 85 ～ 99%である。これら

を整理すると、洗浄水比αwは 4 ～10、飛灰溶出比αsは 0.7
～ 0.9、Cs溶出率βsは 85 ～ 99%の範囲にある。

c） 吸着処理
吸着装置として、粒子状の吸着剤を吸着塔に充填して洗浄

溶液を通過させ、複数の吸着塔を吸着の進んだ順番に入口

側から直列に配置して、吸着量が飽和近くに達した吸着塔か

ら順番に新しい吸着塔に交換する場合を想定した。吸着剤

が最終的に処理する洗浄溶液の質量比（吸着剤の特性と運転

条件に依存し式（13）で定義される）である吸着処理比をαa、

洗浄溶液中Csの吸着率をβaとすると、吸着処理後の吸着剤

と洗浄廃液の放射能濃度（それぞれRaとRt）は、b）項で得ら

れた洗浄溶液の質量Wsと放射能濃度Rsによりそれぞれ式

（14）と式（15）で与えられる。なお、洗浄溶液中のCsは数

ppmであり
9）、吸着剤のCs吸着による質量増加は数%程

度
13, 15）（フェロシアン化物ではさらに大きい可能性もある

14））

であるため、Cs吸着処理の前後での洗浄溶液、吸着剤の質

量変化は小さいとして無視した。

Ma = Ws /αa	‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（13）
Ra = βa /100∙Rs∙Ws /Ma

 = βa /100∙αa∙Rs	‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（14）
R t = （1-βa /100）∙Rs	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（15）

運転パラメータの数値としては、文献
9-15）では平衡条件で

の固液間のCsの分配比（いわゆる分配係数であるが、濃度

依存性があるため比とした）が与えられている。文献
9）の基礎

試験では、セシウム濃度 2.6 ppmの飛灰洗浄の模擬溶液に

対する分配比は、ケイチタン酸塩で 2,600 ～3,500 が得ら

れている。文献
11）の基礎試験では、セシウム濃度 1～10 

ppmの海水に対する分配比は、ケイチタン酸塩で約 2,500、
フェロシアン化物では約 100,000 が得られている。文献

12）

の基礎試験では、焼却灰の洗浄溶液にセシウムを添加してセ

シウム濃度 25 ppmとした模擬液に対する分配比は、フェロ

シアン化物で 20,000 が得られている。文献
13）のラボ試験で

は、0.2 ppmの模擬液に対する分配比は 80,000、Cs吸着

率β aは 99.5%が得られている。文献
15）では、フェロシアン

化物としてイオン交換容量 0.35 meq/g、KとNaに対する選

択係数がそれぞれ 50,000、1,500,000と与えられいるが、

文献
14）にはこれらの数値から分配比を計算する式が示されて

おり、これをもとに文献
9）と同じ模擬溶液における分配比を

計算すると27,000 が得られる。これらを整理すると分配比

は 2,500 ～100,000 の範囲にある。吸着処理比α aは、吸

着塔における吸着剤の破過吸着量、時定数を考慮した洗浄

溶液の線速度や空間速度などの設計条件について実証的な

研究を行ったうえで決定する必要があるが、現時点では文献

での分配比を参考にして 2,000 ～ 20,000 の範囲とした。Cs
吸着率βaは 99%以上である。

d）固化処理
吸着剤に対する固化材の比をα iとすると、廃棄体の質量

Mzと放射能濃度Rzは、c）項で得られた吸着剤の質量Maと

放射能濃度Raによりそれぞれ式（16）と式（17）で与えられる。

Mz = Ma +M i

 = （1+α i）∙Ma	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（16）
Rz = Ra∙Ma /Mz

 = Ra /（1+α i）	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（17）

運転パラメータの数値としては、文献
17）のセメント固化の

基礎試験では固化体（セメント、水、焼却灰の混合物）におけ

る焼却灰の充填率は 20 ～ 40%の範囲で試験が行われてお

り、α iとしては 1.5 ～ 4である。文献
18）のジオポリマー固化

の基礎試験では、模擬飛灰 :メタカオリン : 5M NaOH:水ガ

ラス=1:1 :1 :1で配合されておりα iは 3となるが、養生後に

水分が除去されることを考慮するとやや減少して 2.5程度に

なると推定される。これらを整理すると、α iは 1.5 ～ 4 の範

囲にある。

（4）全体のマスバランス
処理対象物の質量M fと放射能濃度R fをもとに表2 に示

す合計 9種類の運転パラメータを与えると、（3）節で示したよ

うに、熱処理でのスラグと飛灰、洗浄処理での残渣と洗浄溶
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表 2	 減容化プロセスにおける運転パラメータと計算条件
（網掛けは変化させた運転パラメータを示す）

処理 運転パラメータ 記号 文献値
計算条件

変化範囲 代表値

熱処理

添加物比 αc 0.3 - 0.6 - 0.45

飛灰発生比 αd 0.05 - 0.2 - 0.15

セシウム揮散率 βd 88 % - 99 % - 95%

洗浄処理

洗浄水比 αw 4 - 10 4 - 10 5

飛灰溶出比 αs 0.7 - 0.9 - 0.8

セシウム溶出率 βs 85% - 99 % 85% - 100 % 95%

吸着処理
吸着処理比 αa （2,500 - 100,000） 2,000 - 20,000 2,500

セシウム吸着率 βa 99 %	以上 95% - 100 % 99 %

固型化処理 固化材比 α i 1.5 - 4 1 - 5 3
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液、吸着処理での洗浄廃液と使用後吸着剤、固化処理での

廃棄体について、質量と放射能濃度が順次計算される。

3．解析方法
2章で説明したマスバランス計算手法をもとに、各運転パ

ラメータを代表値に設定し、減容化プロセス全体の計算を実

施した。また、各運転パラメータが発生物の質量と放射能濃

度に与える影響を評価するための計算を実施した。

（1）運転パラメータの設定
運転パラメータは、例えば熱処理において添加物比αcを

増加させると飛灰発生比αd、Cs揮散率βdも増加するなど相

互関係があり独立ではないが、本報の目的は図1に示す減

容化プロセスにおける各処理における運転パラメータの影響

を個別に評価することであるため、変化させる運転パラメー

タ以外は代表値として固定した。各処理における運転パラメー

タの考え方とその変化範囲の設定を以下に示すが、これらを

纏めると表 2 のようになる。

a）熱処理
現在熱処理施設が建設中であり、2020年 3月には処理が

開始され実機データが得られるため、本報告では運転パラ

メータは変化させず、添加物比αc、Cs揮散率βdにはそれぞ

れ文献値の中心値である 0.45、95%を、飛灰発生比αdには

文献値の中心値よりも減容化の観点からはやや保守的な値

である 0.15 を代表値として与えた。

b）洗浄処理
飛灰溶出比αsは飛灰の組成、特にアルカリ金属塩化物の

含有率でほぼ決まると考えられるため、変化させずに文献の

中心値である 0.8 を代表値として与えた。洗浄水比αwは洗

浄溶液の量と放射能濃度への影響が大きいため、文献値をも

とに 4 から10 まで変化させ、代表値は都市ごみ焼却飛灰の

塩素除去装置の実績から5 を与えた
21）。Cs溶出率βsも洗浄

溶液と残渣の放射能濃度への影響が大きいため、文献での

最小値である 85%から理想的条件である100%まで変化さ

せ、代表値は都市ごみ焼却飛灰の塩素除去装置の実績から

95%を与えた
21）。

c）吸着処理
吸着処理比αaは使用後吸着剤（固化処理後に廃棄体とな

る）の質量と放射能濃度への影響が大きいため、文献値をも

とに 2,000 から 20,000 の範囲で変化させ、代表値としては

小さい側の値として 2,500 を与えた
9）。Cs吸着比βaは文献値

よりも広い範囲で 95%から理想的条件である100%まで変

化させ、代表値としては文献値である99%を与えた
13, 15）。

d）固化処理
固化処理の方法は、使用後吸着剤の形態や放射能濃度、

最終処分方法、さらには安全評価の基準によって異なり、今

後の研究開発における課題である。 そのため、本研究では

処理方法を具体的には想定せず、固化材比αiを文献値よりも

広い範囲で 1から5 まで変化させ、代表値としては中心値で

ある3 を与えた。

（2）解析手順
表 2 に示すように、各処理の運転パラメータを代表値とし

て全体を通した処理プロセスの解析を実施した。次に、洗浄

処理、吸着処理、固化処理において、制御可能であり影響

が大きいと考えられる運転パラメータを独立に変化させ、発

生物の質量と放射能濃度への影響を評価した。さらに、発

生物の処分においては放射能濃度に着目する必要があるた

め、仮に設定した目標値を満足するための運転パラメータの

数値を算出した。

（3）放射能濃度の目標値
再利用あるいは処分が必要となるスラグと洗浄残渣、洗浄

廃液に対して、それぞれ次のように仮の放射能濃度の目標値
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表 3	 減容化プロセスの計算例
（網掛けは処分の対象となる発生物を示す）

処理 発生物 行先
発生量

（t）
放射能濃度

（Bq/kg）

（処理対象物） 熱処理 46 万 3.3 万

熱処理
スラグ 再生利用 56 万 1,400

飛灰 洗浄処理 9.9 万 15 万

洗浄処理
洗浄残渣 処分 2.0 万 3.6 万

洗浄溶液 吸着処理 58 万 2.4 万

吸着処理
洗浄廃液 処分 58 万 240

吸着剤 固化処理 230 5900 万

固化処理 廃棄体 処分 920 1500 万

注 : 表 2 の計算条件の代表値での計算例

固体の流れ
液体の流れ

焼却残渣
46万 t
3.3万
Bq/kg

飛灰
9.9万 t
15万

Bq/kg

吸着剤
230 t

5900万
Bq/kg

廃棄体
920 t

1500万
Bq/kg

洗浄溶液
58万 t
2.4万
Bq/kg

吸着材
230 t

吸着処理

洗浄廃液
58万 t
240

Bq/kg

洗浄水
50万 t

洗浄処理

洗浄残渣
2.0万t
3.6万
Bq/kg

添加材
20万 t

スラグ
56万 t
1,400
Bq/kg

熱処理

固化材
690 t

固化処理

図 3	 減容化プロセスのマスバランスの計算例
（網掛けは処分の対象となる発生物を示す）
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を設定した。

 ● 8,000 Bq/kg:放射性物質汚染対処特措法において、取

り扱う作業者の年間被爆線量が1 mSv（自然放射能によ

る被ばくと同等）以下となる放射能濃度であり、この放射

能濃度を超えると指定廃棄物となる
5）。この値は発生物が

再利用可能となる一つの目安でもある
1）。

 ● 90 Bq/L:放射性物質汚染対処特措法において、公共水域

への放流が可能となる
137Cs相当での放射能濃度である

5）。

（4）かさ密度の設定
マスバランスは質量基準で計算されるが、再生利用、処分

は体積基準であるため、質量（t）を体積（m3
）に換算するため

のかさ密度を次のように設定した。

	● スラグのかさ密度は 1,600 から1,800 kg/m3
であり

7）、そ

の中央値である1,700 kg/m3
とした。

	● 洗浄残渣のかさ密度は、表 1に示す焼却残渣と同じく

1,200 kg/m3
とした。

	● 廃棄体の形態は未定であるが、ドラム缶詰めのセメントを

想定し、セメント固化体の見掛け密度を 1,500 kg/m3
と

し
22）、処分場（ピットを想定）における俵積みのドラム缶の

充填率を 70%として、処分場内全体でとらえたセメント固

化体のかさ密度を1,100 kg/m3
とした。

	● 洗浄溶液の塩分濃度は洗浄水比αw =5、飛灰溶出比αs= 
0.8 のとき100∙αs /（1+αw）=13%となるため、洗浄溶液

の密度は 1,100 kg/m3
とした。

4．解析結果と考察
まず全体を通した減容化プロセスの解析を実施し、次に洗

浄処理、吸着処理、固化処理において運転パラメータを変

化させる解析を実施した。

（1）全体マスバランス
各運転パラメータを代表値としたときの全体マスバランス

を図 3に、生成物の一覧を表 3 に示すが、処理対象物 46万
t（3.3万Bq/kg）に対して廃棄体 920 t（1,500万Bq/kg）が
発生し、1/500 の減量化となった。一方、放射能濃度が低

い側として、熱処理からスラグ、洗浄処理から洗浄残渣、吸

着処理から洗浄廃液が、それぞれ56万t（1,400 Bq/kg）、2.0
万t（3.6万Bq/kg）、58万t（240 Bq/kg = 260 Bq/L）が発

生した。スラグの放射能濃度は仮の目標値である 8,000 Bq/
kg以下となったが、質量は処理対象物の 1.2倍に増加した。

洗浄残渣では質量は飛灰の 1/5となったが、放射能濃度が

仮の目標値である 8,000 Bq/kgを超えた。また、洗浄廃液

も放射能濃度が仮の目標値である90 Bq/Lを超え、質量も

処理対象物の 1.2倍となった。

次に、各処理において運転パラメータを変化させた解析を

実施し、放射能濃度が仮の目標値を超えた洗浄残渣や洗浄

廃液については目標値をクリアするために必要な条件につい

て検討した。
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(a)

洗浄処理における洗浄水比の洗浄残渣と
洗浄溶液の発生量への影響
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（2）洗浄処理
運転パラメータとして洗浄水比αwとCs溶出率β sについて、

洗浄残渣と洗浄溶液の質量（それぞれM rとW s）と放射能濃

度（それぞれRrとRs）に与える影響をそれぞれ図 4（a）から図

4（c）に示す。

図 4（a）に示すように、飛灰溶出比α sとCs溶出率β sを一

定として洗浄水比αwを 4 から10 まで増加させると、洗浄溶

液の質量Wsは（αs +αw）（αs = 0.8）に比例して48万tから110
万tに増加した。一方、図 4（b）に示すように放射能濃度R s

は（αs +αw）に反比例して 2.9万Bq/kgから1.3万Bq/kgに
減少した。洗浄残渣の質量Mrと放射能濃度Rrへの影響は

無かった。

図 4（c）に示すように、飛灰溶出比αsと洗浄水比αwを一

定としてCs溶出率β sを 85%から100%まで増加させると、

洗浄溶液放射能濃度R sはCs溶出率β sに比例して 2.1万
Bq/kgから2.5万Bq/kgに増加した。一方、洗浄残渣放射

能濃度Rrは （100 -βs） に比例して11万Bq/kgから 0 Bq/kg
に減少した。この変化範囲では、Cs溶出率β sの洗浄溶液放

射能濃度Rsへの影響は小さいが、洗浄残渣放射能濃度R r

への影響は大きかった。

一例として洗浄残渣放射能濃度R rの仮の目標値を 8,000 
Bq/kgとすると、代表値であるCs溶出率β s = 95%では 3.6
万Bq/kgと目標値を超過するが、βs = 99%以上とすることに

より目標値以下となった。Cs溶出率βs = 99%は都市ごみ焼

却飛灰の塩素除去装置の実績である95%よりも高く
21）、新

たな開発が必要となる可能性がある。

洗浄残渣については、処分ではなく熱処理に再投入するこ

とも検討されている。その場合、洗浄残渣に応じて熱処理の

添加物が増加し、その結果熱処理の飛灰が増加して洗浄残

渣も増加することを繰り返すため収束計算となり、処理対象

物の質量Mfと放射能濃度Rfは次式のように変化する。

Mf' =Mf∙[1+∑1
∞
{（1+αc）∙αd∙（1- αs /100）}n

]	… （18）
Rf' =Rf∙Mf /Mf'∙[1+∑1

∞
{βh∙（1-βs /100）}n

]	… （19）

表 2 の代表値の場合、処理対象物の質量Mfは 1.05倍、

放射能濃度Rfは 1.0倍となるため、スラグと飛灰の放射能濃

度は変化せずにスラグ質量Mmは 56万tから59万tに、飛灰

質量Mdは 9.9万tから10.4万に増加した。

（3）吸着処理
吸着処理比αa、Cs吸着率βaが、洗浄廃液と吸着剤の質量

（それぞれWsとMa）と放射能濃度（それぞれRtとRa）に与え

る影響を図 5（a）から5（c）に示す。

図 5（a）に示すように、Cs吸着率βaを一定として吸着処理

比αaを 2,000 から 20,000 まで増加させると、吸着剤質量

Maはαaに反比例して 290 tから 29 tまで 1/10 に減少した。

一方、図 5（b）に示すように、吸着剤放射能濃度Raは比例し
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て4700万Bq/kgから 4億 7000万Bq/kgまで 10倍に増加

した。 洗浄廃液の質量W sと放射能濃度R tへの影響はな

かった。

図 5（c）に示すように、吸着処理比αaを一定としてCs吸着

率β aを 95%から100%まで増加させると、吸着剤放射能濃

度R aはβ aに比例して 5700万Bq/kgから 6000万Bq/kgま
で増加した。一方、洗浄廃液放射能濃度R tは（100 -β a）に

比例して 1,300 Bq/Lから 0 Bq/Lに減少した。今回設定し

た変化範囲では、Cs吸着率β aは吸着剤放射能濃度R aへの

影響は小さかったが、洗浄廃液放射能濃度R tへの影響は大

きかった。

一例として洗浄廃液放射能濃度R tの仮の目標値を 90 Bq/
Lとすると、代表値であるCs吸着率β a = 99%では目標値を

超過するが、β a = 99.6%以上とすることにより目標値以下と

なった。

（4）固化処理
固化処理における固化材比α iの廃棄体の質量M zと放射

能濃度R zへの影響を図 6 に示す。図 6 に示すように、固化

材比α iを 1 から 5 まで変化させると、廃棄体質量M zは

（1+α i）（1は使用後吸着剤に相当）に比例して460 tから1,400 
tまで 3倍に増加する一方、廃棄体放射能濃度Rzは（1+α i）

に反比例して 3000万Bq/kgから980万Bq/kgまで 1/3 に

減少した。

（5）減容化プロセスの考察
これまでは質量基準での評価であるが、再利用、処分は

体積基準であるため、減容化プロセスでの発生物に 3（4）節
で与えたかさ密度を用いて体積に換算した結果を表4に示す。

熱処理で発生するスラグは焼却残渣に対して質量基準では
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表 4	 再生利用あるいは処分の対象物の質量と体積

発生物 行先
質量

（t）
質量比

（-）
放射能濃度

（Bq/kg（Bq/L））

かさ密度

（kg/m3
）

体積

（m3
）

体積比

（-）

焼却残渣 （処理対象） 46万 1 3.3万 1,200 38万 1

スラグ 再生利用 56万 1.2 1,400 1,700 33万 0.87

洗浄残渣 処分 2.0万 0.043 3.6万 1,200 1.7万 0.045

洗浄廃液 処分 58万 1.3 240（260） 1,100 52万 1.4

廃棄体 処分
920 1/500 1500万

1,100
840 1/450

120 1/3,800 1億 2000万 110 1/3,500

廃
棄
体
量

M
z（

t ）

廃
棄
体
放
射
能
濃
度

R z（
×
10
3
万
Bq
/k
g）

1,000

800

600

400

200

0

25

20

15

10

5

0
0 5 10 15 20 25

放射能濃度 Rz

廃棄体量 Mz

処理対象物量 Mf：46万 t
放射能濃度 Rf：3.3万Bq/kg
固化材比 α i：3

図 7	 吸着処理比の廃棄体の質量と放射能濃度への影響

吸着処理比 αa（×103）

120

12

250

K. Arima et al.

1.2倍（=56万t /46万t）と増加したが、体積基準では 0.87倍
（=33万m3 /38万m3

）と減少した。また、廃棄体は吸着処

理比α aを 2,500、固化材比を 3としたときに質量基準では

1/500（= 920 t /46万t）の減量化となり、体積基準では

1/450（=840 m3 /38万m3
）の減容化となった。廃棄体の

減容化では、（3）節で述べたように吸着処理比α aの大きい吸

着剤の使用が効果的であり、図 7に示すように吸着処理比αa

を 20,000とすると廃棄体質量Mzは 120 t（1億2000万Bq /
kg）で 1/3,800（=120 t/46万t）の減量化となり、体積基準

では 1/3,500（=110 m3 /38万m3
）の減容化となった。今

後、放射線防護対策（放射能濃度が高いとより高度な対策が

必要）、固化処理方法、廃棄体の形態と処分に必要な容積な

どを考慮して検討する必要がある。

洗浄残渣と洗浄廃液の処分では放射能濃度に着目する必

要があり、（2）節と（3）節で例示したように、それぞれの放射

能濃度R r、Rzを仮の目標値である 8,000 Bq/kg、90 Bq/L
とすると、Cs溶出率β s = 99%、Cs吸着率β a = 99.6%が必

要であると試算された。 ただし、実機においては処理対象

物の性状などが変動するため、その変動を考慮した目標値の

設定が必要である。 また、これらには焼却残渣に由来する

重金属類が含まれているため
23）、その濃度と挙動も把握した

上で処分に必要な処理技術を検討する必要がある。

5．まとめ
中間貯蔵施設では、2020年 3月より焼却残渣を熱処理に

より減容化する施設の運転が開始される。本研究では熱処

理で発生した飛灰をさらに減容化する処理プロセス（熱処理

→洗浄処理→吸着処理→固化処理）についてマスバランス

の計算手法を開発し、発生物の物量と放射能濃度の定量的

な把握を可能とした。この手法をもとに、各処理における主

要な運転パラメータが発生物の物量と放射能濃度に与える

影響を定量的に評価し、処分における放射能濃度の目標値

を満足するための運転パラメータについて検討した。一例と

して、熱処理に投入される処理対象物を3.3万Bq/kgの焼

却残渣 46万 tと想定し、文献値をもとに設定した運転パラ

メータを用いてマスバランスを計算したところ、1500万Bq/
kgの廃棄体 920 tが得られ1/500 の減量化、体積基準で

は 1/450 の減容化となった。吸着剤の種類によってはさら

に減容化できる可能性もあり、今後の検討が必要である。

一方、放射能濃度の低い二次生成物として、熱処理から

1,400 Bq/kgのスラグ 56万 tが発生し、焼却残渣に対して

質量基準では 1.2倍であるが、体積基準では 0.87倍に減少

した。また、洗浄処理から 3.6万Bq/kgの洗浄残渣 2.0万
t、吸着処理から 260 Bq/Lの洗浄廃液が 58万 t発生した。

これらについて、処分のための放射能濃度の仮の目標値を

それぞれ 8,000 Bq/kg、90 Bq/Lとすると、それぞれCs
溶出率 β s = 99%、Cs吸着率 β a = 99.6%が必要であると試

算された。

このマスバランス計算は、様 な々処理方法への対応も可能

であり、本報告ではその一例を示した。今後、複数の処分

シナリオに対応する減容化プロセスについて発生物の物量と

放射能濃度のマスバランス計算を行い、さらに、その結果を

もとにした経済性の試算と合わせて比較・検討を行う予定で

ある。
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和 文 要 約
福島第一原発事故に由来する放射性セシウムに汚染された廃棄物や除去土壌のうち、除染特別地域内の仮設焼却炉などから

発生する焼却残渣に対しては、熱的に溶融して放射性セシウムを揮散させる熱処理が 2020年 3月から開始される。その生成物

であるスラグは放射能濃度が低く再生利用が想定されているが、副産物である飛灰は放射能濃度が高く、最終処分に向けた様々

な研究開発が進められている。ところがその処分方法は未定であり、飛灰をさらに減容化する場合の処理技術や生成物の処分

方法を検討するためには、プロセス全体での発生物の物量と放射能濃度を定量的に把握する必要がある。そのため、熱処理と

飛灰洗浄を含む減容化プロセスのマスバランスの計算方法を開発した。例として、3.3万Bq/kgの焼却残渣 46万tを処理対象物

として試算したところ、1500万Bq/kgの廃棄体 920 tが得られ1/500 の減量化となった。一方、熱処理から1,400 Bq/kgのス

ラグ 56万t、洗浄処理から 2.0万Bq/kgの洗浄残渣 3.6万t、吸着処理から 260 Bq/Lの洗浄廃液が 58万t発生した。また、

洗浄残渣と洗浄廃液については放射能濃度の仮の目標値をそれぞれ 8,000 Bq/kg、90 Bq/Lとすると、Cs溶出率 99%、Cs吸
着率 99.6%が必要との結果が得られた。
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